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(57)【要約】
【課題】
　季節や時間帯によって変化する太陽の方位や角度に対
する太陽光線を無駄にせず、太陽エネルギーを最大限に
有効活用して安定した発電サイクルを可能とすること。
【解決手段】
　表層に集光光学素子を少なくとも一つ有するドーム構
造からなるドーム型太陽光発電装置において、該ドーム
構造は、該集光光学素子を接合可能とする形状を有し、
接合された該集光光学素子と所定の間隔にあり該ドーム
構造の内側に位置する光起電力素子へ、複数の方位もし
くは複数の角度から照射する太陽光線を受光するように
形成されることを特徴として構成される。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表層に集光光学素子を少なくとも一つ有するドーム構造からなるドーム型太陽光発電装
置において、
　前記ドーム構造は、前記集光光学素子を接合可能とする形状を有し、接合された該集光
光学素子と所定の間隔にあり該ドーム構造の内側に位置する光起電力素子へ、複数の方位
もしくは複数の角度から照射する太陽光線を受光するように形成されることを特徴とする
ドーム型太陽光発電装置。
【請求項２】
　表層に集光光学素子を少なくとも一つ有するドーム構造からなるドーム型太陽熱発電装
置において、
　前記ドーム構造は、前記集光光学素子を接合可能とする形状を有し、接合された該集光
光学素子と所定の間隔にあり該ドーム構造の内側に位置する発熱体を有する熱電変換素子
へ、複数の方位もしくは複数の角度から照射する太陽光線を受光するように形成されるこ
とを特徴とするドーム型太陽熱発電装置。
【請求項３】
　前記集光光学素子は、非球面レンズであることを特徴とする請求項１記載のドーム型太
陽光発電装置。
【請求項４】
　前記集光光学素子は、非球面レンズであることを特徴とする請求項２記載のドーム型太
陽熱発電装置。
【請求項５】
　前記集光光学素子を所定の冶具及び／または所定の接合方法で前記ドーム構造の表層に
接合可能とすることを特徴とする請求項１記載のドーム型太陽光発電装置。
【請求項６】
　前記集光光学素子を所定の冶具及び／または所定の接合方法で前記ドーム構造の表層に
接合可能とすることを特徴とする請求項２記載のドーム型太陽熱発電装置。
【請求項７】
　前記光起電力素子は、多結晶、微結晶もしくは非結晶のシリコン、ゲルマニウム、シリ
コン系化合物もしくはゲルマニウム化合物にかかるｐ型、ｉ型及びｎ型半導体を積層した
ｐｉｎ型構造、或いは該ｐｉｎ型構造を複層したタンデム型構造であることを特徴とする
請求項１記載のドーム型太陽光発電装置。
【請求項８】
　請求項１記載のドーム型太陽光発電装置を含むドーム型太陽光発電システムであって、
前記ドーム型太陽光発電装置にかかる集光光学素子に照射しない太陽光線を、該集光光学
素子へ反射するように動作する太陽光線反射板をさらに具備することを特徴とするドーム
型太陽光発電システム。
【請求項９】
　請求項２記載のドーム型太陽光熱発電装置を含むドーム型太陽熱発電システムであって
、
前記ドーム型太陽熱発電装置にかかる集光光学素子に照射しない太陽光線を、該集光光学
素子へ反射するように動作する太陽光線反射板をさらに具備することを特徴とするドーム
型太陽熱発電システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の方位や複数の角度から照射する太陽光線を受光するためのドーム型太
陽光発電装置及びドーム型太陽熱発電装置と、太陽光線反射板にて反射させて太陽光線を
受光するためのドーム型太陽光発電システム及びドーム型太陽熱発電システムとに関する
ものである。
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【背景技術】
【０００２】
　従来より、太陽光線を集光して電気エネルギーに変換するためのさまざまな手段が用い
られている。例えば、住宅の屋根に集光パネルを据え置きしたり、公共施設や商業ビルな
どの建材と一体となって集光する設備を配置したりしている。このような場合、該集光パ
ネルや一体型建築物は季節や時間帯によって変化する太陽の方位や角度に対する太陽光線
を無駄なく集光することが好ましい。これにより電気エネルギーに変換するための太陽光
線にかかる太陽エネルギーを最大限に有効活用できると考えられるからである。しかし、
太陽光線を集光する素子の集光能力や発電装置の設置面積が影響しうるため、期待以上の
電気エネルギーを発生させることができないことが多々ある。したがって、エネルギー損
失を引き起こし、必要なときに電気が供給されなくなってしまう可能性もある。
【０００３】
　一方、集光光学素子にかかる収差精度や機械制御技術の向上に伴って、収差のない非球
面レンズを集光光学素子として使用することや、発電装置の集光向きを所定の状況に応じ
て制御するようになっている。
【０００４】
　そうした中にあって、例えば特開２０００－０８２８２９号公報（特許文献１）に見ら
れるように、非球面レンズを利用して集光した太陽光線を減損なく電気エネルギーに変換
可能とする改善がなされている。しかし該従来技術では季節や時間帯によって変化する太
陽の方位や角度に対する太陽光線を無駄なく集光することができなかった。
【０００５】
　また、特開２００２－２８９９００号公報（特許文献２）に見られるように、太陽の位
置をセンサなどで検出して太陽光線を追尾する制御を可能とする改善がなされている。し
かし該従来技術では太陽光線が直接照射する集光部分のみでしか集光できず、１日あたり
の照射時間も限りがあるため、電気エネルギーへの変換量は該集光部分の面積に依存せざ
るを得なかった。
【特許文献１】特開２０００－０８２８２９号公報
【特許文献２】特開２００２－２８９９００号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上述したように、これまでの非球面レンズや追尾機能を有する発電装置にかかる先行技
術は、集光部分に直接的に照射される太陽光線のみを電気エネルギーに変換していたため
、太陽の方位や角度によって変換効率が左右され、安定した発電サイクルを得ることがで
きなかった。
【０００７】
　また、太陽の方位や角度によって変換効率が左右されてしまうため、集光部分の面積を
拡大したり、追尾機能の精度を向上させたりする必要があり、そのため開発や製造にかか
るコストが割高になり、公共施設や商業ビルへの設置には不向きであった。
【０００８】
　本発明は上記の従来技術の問題を解決するためになされたもので、季節や時間帯によっ
て変化する太陽の方位や角度に対する太陽光線を無駄にせず、太陽エネルギーを最大限に
有効活用して安定した発電サイクルを可能とするドーム型太陽光発電装置、ドーム型太陽
熱発電装置、ドーム型太陽光発電システム及びドーム型太陽熱発電システムを提供するこ
とを目的としている。
【０００９】
　本発明の別の目的は、集光光学素子として非球面レンズを使用することにより、集光光
学素子にかかる製造コストの低減、ドーム型太陽光発電装置及びドーム型太陽熱発電装置
の小型化及び軽量化を図ることである。
【００１０】
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　本発明のまた別の目的は、製造コストの低減、小型化及び軽量化を可能とすることによ
り、ドーム型太陽光発電装置及び／またはドーム型太陽熱発電装置について、公共施設や
商業ビルにかかる不動産及び所定の動産への利用を図ることである。
【００１１】
　かかる課題を解決するため、本発明は、表層に集光光学素子を少なくとも一つ有するド
ーム構造からなるドーム型太陽光発電装置において、該ドーム構造は、該集光光学素子を
接合可能とする形状を有し、接合された該集光光学素子と所定の間隔にあり該ドーム構造
の内側に位置する光起電力素子へ、複数の方位もしくは複数の角度から照射する太陽光線
を受光するように形成されることを特徴として構成される。
【００１２】
　この場合の集光光学素子とは、例えばガラス、ゴム、透過性有機樹脂、透過性結晶及び
これらを組み合せたものを材料としたレンズなどを含む。また、材料としては、外環境に
対する耐久性や時間の経過による劣化を考慮した材料の選択が好ましい。該レンズは、太
陽光線の照射側に凸となる平凸レンズにすることが好ましい。
【００１３】
　また、ドーム構造とは、例えば鉄、アルミ、スチール及びこれらを組み合せたものを材
料とした半球状を形成したものを含む。該ドーム構造は、該集光光学素子を取り付けるこ
とを可能とする構造、具体的には該集光光学素子を所定の冶具を利用して該ドーム構造の
表層に据え置く構造または嵌め込む構造が考えられる。該集光光学素子によって該ドーム
構造の表層が覆い尽くされる程度の密着状態が好ましい。また、該ドーム構造の内部は所
定の発電や蓄電にかかる機器や配線を有するため、空洞であることが好ましい。
【００１４】
　また、光起電力素子とは、太陽光エネルギーを電気エネルギーに変換する素子であり、
例えばシリコンや、硫化カドミウム及び砒化ガリウムなどの化合物を原料としたものを含
むもので、これらのｐ型、ｉ型、ｎ型半導体を積層したｐｉｎ型接合、或いは該ｐｉｎ型
接合を複層したタンデム型としてもよい。シリコンの場合は、単結晶シリコン、多結晶シ
リコン、アモルファスシリコン、単結晶化合物及び多結晶化合物などを含んでもよい。該
光起電力素子は、集光光学素子に照射した太陽光線の集光点よりも集光光学素子側に配置
することにより、漏れなく光起電力素子の受光面で受光できる。
【００１５】
　上記のように構成されることで、ドーム構造の表層に設置された集光光学素子を介して
季節や時間帯によって変化する太陽の方位や角度に対する太陽光線を収差なく光起電力素
子に受光させることができる。該光起電力素子により太陽エネルギーは電気エネルギーに
変換され、所定の回路などを介して発電された直流電力をそのまま利用したり、該直流電
力を電力変換装置により交流電力に変換して利用したり、該直流電力を蓄電池に充電して
おき必要に応じて利用したりできる。
【００１６】
　また、本発明は、表層に集光光学素子を少なくとも一つ有するドーム構造からなるドー
ム型太陽熱発電装置において、該ドーム構造は、該集光光学素子を接合可能とする形状を
有し、接合された該集光光学素子と所定の間隔にあり該ドーム構造の内側に位置する発熱
体を有する熱電変換素子へ、複数の方位もしくは複数の角度から照射する太陽光線を受光
するように形成されることを特徴として構成される。
【００１７】
　この場合の熱電変換素子とは、太陽熱エネルギーを電気エネルギーに変換する素子であ
り、例えばゼーベック効果を利用したゼーベック発電素子であり、複数のｐｎ素子を直列
に接続した構成のｐｎ型熱電変換素子が用いられ、具体的には該ｐｎ型熱電変換素子を発
熱体とヒートシンクの間に挟む状態で設置する。
【００１８】
　上記のように構成されることで、ドーム構造の表層に設置された集光光学素子を介して
季節や時間帯によって変化する太陽の方位や角度に対する太陽光線を収差なく発熱体に受
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光させることができる。該発熱体とヒートシンクとの間の温度差によるゼーベック効果に
よって太陽熱エネルギーが電気エネルギーに変換され、所定の回路などを介して発電され
た直流電力をそのまま利用したり、該直流電力を電力変換装置により交流電力に変換して
利用したり、該直流電力を蓄電池に充電しておき必要に応じて利用したりできる。
【００１９】
　また、本発明にかかる集光光学素子は、非球面レンズであることを特徴とする。
【００２０】
　上記のように構成されることで、非球面レンズ１枚で収差なく太陽光線を該光起電力素
子及び／または該発熱体に受光されるため、製造コストを抑え、太陽エネルギーの損失を
軽減することができる。
【００２１】
　また、本発明は、該集光光学素子を所定の冶具或いは所定の接合方法で前記ドーム構造
の表層に接合可能とすることを特徴とする。
【００２２】
　この場合の所定の冶具或いは所定の接合方法とは公知技術によるものとして説明を省略
するが、外環境にさらされる場合においても劣化に対する耐久性に優れた材料や設計が好
ましい。また、該集光光学素子の交換作業を容易に可能とする冶具や接合方法がより好ま
しい。
【００２３】
　上記のように構成されることで、該集光光学素子を接合するために所定の冶具或いは所
定の接合方法を利用し、該ドーム構造に照射する太陽光線を安定して集光することができ
る。
【００２４】
　また、本発明にかかる光起電力素子は、多結晶、微結晶もしくは非結晶のシリコン、ゲ
ルマニウム、シリコン系化合物もしくはゲルマニウム化合物にかかるｐ型、ｉ型及びｎ型
半導体を積層したｐｉｎ型構造、或いは該ｐｉｎ型構造を複層したタンデム型構造である
ことを特徴とする。
【００２５】
　上記のように構成されることで、多結晶、微結晶もしくは非結晶のシリコン、ゲルマニ
ウム、シリコン系化合物もしくはゲルマニウム化合物にかかるｐ型、ｉ型及びｎ型半導体
を積層したｐｉｎ型構造、或いは該ｐｉｎ型構造を複層したタンデム型構造にかかる光起
電力素子に太陽光線が受光されるため、太陽光線の有する様々な波長に対して効率よく電
気エネルギーに変換することができる。
【００２６】
　また、本発明は、該ドーム型太陽光発電装置を含むドーム型太陽光発電システムであっ
て、
前記ドーム型太陽光発電装置にかかる集光光学素子に照射しない太陽光線を、該集光光学
素子へ反射するように動作する太陽光線反射板をさらに具備することを特徴とする。
【００２７】
　この場合の太陽光線反射板は、外環境にさらされるため耐久性に優れた材料や設計が好
ましい。また太陽光線を効率良く反射させるため、照射面が凹んで湾曲を成している構造
がより好ましい。該太陽光線反射板と該ドーム型太陽光発電装置及び／または該ドーム型
太陽熱発電装置との距離や該太陽光線反射板の反射面の向き、角度及び表面積などについ
ては状況に応じて設定するのが好ましく、ここで限定はしない。
【００２８】
　上記のように構成されることで、該ドーム型太陽光発電装置にかかる集光光学素子に直
接照射しない太陽光線を、該太陽光線反射板にて反射させて該集光光学素子に照射するこ
とにより、直接照射されていない集光光学素子部分で集光して該光起電力素子に受光する
ことができる。
【００２９】
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　また、本発明は、該ドーム型太陽光発電装置を含むドーム型太陽光発電システムであっ
て、
前記ドーム型太陽光発電装置にかかる集光光学素子に照射しない太陽光線を、該集光光学
素子へ反射するように動作する太陽光線反射板をさらに具備することを特徴とする。
【００３０】
　上記のように構成されることで、該ドーム型太陽熱発電装置にかかる集光光学素子に直
接照射しない太陽光線を、該太陽光線反射板にて反射させて該集光光学素子に照射するこ
とにより、直接照射されていない集光光学素子部分で集光して該発熱体に受光することが
できる。
【発明の効果】
【００３１】
　本発明は、上記のように構成されるので、季節や時間帯によって変化する太陽の方位や
角度に対する太陽光線を無駄なく集光するため、安定した発電サイクルを得ることが可能
となる。また集光光学素子として非球面レンズを利用した場合は、１枚のレンズで収差な
くドーム型太陽光発電装置にかかる光起電力素子及び／またはドーム型太陽熱発電装置に
かかる発熱体に受光するため、モジュール単位で開発や製造にかかるコストを抑え、製品
の小型化及び軽量化も実現し、効率の良いエネルギー変換を可能とすることが期待される
。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３２】
　以下、図面を参照して本発明を実施するための最良の形態について説明する。なお、以
下では、本願発明の目的の達成のために説明に必要な範囲を模式的に示し、本願発明の該
当部分の説明に必要な範囲を主に説明することとし、説明を省略する箇所については公知
技術によるものとする。
【００３３】
　図１は、本発明の一実施形態にかかるドーム型太陽光発電装置及びドーム型太陽熱発電
装置の全体像を示す平面図である。同図に示すように、本発明の一実施形態にかかるドー
ム型太陽光発電装置１Ｌ及びドーム型太陽熱発電装置１Ｈは、ドーム構造１０に示すよう
なドーム型の形状からなる。ドーム構造１０は、集光光学素子２０を所定の冶具及び／ま
たは所定の接合方法を利用して設置する。
【００３４】
　また、ドーム型太陽光発電装置１Ｌ及びドーム型太陽熱発電装置１ＨにかかるＸ－Ｘの
断面図を、図１Ａに断面１ＬＡ及び１ＨＡとして示す。同図に示すように、ドーム構造１
０の内部１１は空洞となっており、所定の発電や蓄電にかかる機器や配線を有する（図示
しない）。集光光学素子２０を含んだ光発電モジュール１００Ｌ及び熱発電モジュール１
００Ｈについての詳細は、別途説明する。
【００３５】
　図２は、本発明の一実施形態にかかるドーム型太陽光発電装置１Ｌにかかる光発電モジ
ュール１００Ｌ及びドーム型太陽熱発電装置１Ｈにかかる熱発電モジュール１００Ｈの詳
細な構成を示す平面図である。同図に示すように、集光光学素子２０は、所定の接合方法
によって集光光学素子冶具３０と接合される。集光光学素子冶具３０は集光光学素子２０
の凸方向から照射される太陽光線を下方に通過させるように実質的にドーナツ状の形状を
有している（図示しない）。また集光光学素子冶具３０は、結合冶具４０を介してドーム
型太陽光発電装置１Ｌにかかる光起電力素子を有する所定の光起電力部５０Ｌまたはドー
ム型太陽熱発電装置１Ｈにかかる発熱体を有する所定の熱起電力部５０Ｈと結合される。
光起電力部５０Ｌや熱起電力部５０Ｈの内部構造及び光起電力部５０Ｌや熱起電力部５０
Ｈと接続される所定の発電や蓄電にかかる機器や配線については公知技術を採用するもの
として、ここでは説明を省略する。
【００３６】
　次に、上記のように構成される本発明にかかるドーム型太陽光発電装置１Ｌ及びドーム
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型太陽熱発電装置１Ｈの機能・使用法を説明する。図３及び４は、ドーム型太陽光発電装
置１Ｌ及びドーム型太陽熱発電装置１Ｈにかかる機能・使用法を説明するためのメカニズ
ムを概念的に示している。なお、ここでは任意の発電モジュール１００Ｌまたは１００Ｈ
のみについて説明しているが、他の発電モジュールも同機能・同使用法のため、説明は省
略する。
【００３７】
　図３は、本発明の一実施形態にかかるドーム型太陽光発電装置１Ｌの任意の光発電モジ
ュール１００Ｌにおける光起電力素子６０Ｌへの集光状態を示す概念図である。同図に示
す光起電力素子６０Ｌは、図２に示した光起電力部５０Ｌの最上面に位置し、集光光学素
子２０を通過した太陽光線Ｓ１が受光される。集光光学素子２０を通過した太陽光線Ｓ１
は収差なく焦点Ｐに集光する。ここで、集光光学素子２０の底面から光起電力素子６０Ｌ
の上面までの距離をα、集光光学素子２０の底面から焦点Ｐまでの距離をβとすると、α
とβの関係式が、β―α＞０となる位置に光起電力素子６０Ｌを含む光起電力部５０Ｌを
設置するのが好ましい。なお、当該受光方法についての詳細な説明は、例えば特許出願公
開番号：特開２０００－８２８２９にかかる公開特許公報に記載されるものと同様な公知
の技術を採用するものとする。
【００３８】
　一方、図４は、本発明の一実施形態にかかるドーム型太陽熱発電装置１Ｈの任意の熱発
電モジュール１００Ｈにおける発熱体６０Ｈへの集光状態を示す概念図である。同図に示
す発熱体６０Ｈは、図２に示した熱起電力部５０Ｈの最上面に位置し、集光光学素子２０
を通過した太陽光線Ｓ１が受光される。ここで、集光光学素子２０の底面から発熱体６０
Ｈの上面までの距離をγとすると、γとβの関係式が、β―γ＝０となる位置に発熱体６
０Ｈを含む熱起電力部５０Ｈを設置するのが好ましい。焦点Ｐが最も高温となると考えら
れるからである。
【００３９】
　なお、光起電力部６０Ｌを有する発電モジュール１００Ｌと熱起電力６０Ｈを有する発
電モジュール１００Ｈの両方を具備するハイブリッド方式を構成するようにしてもよい（
図示はしない）。
【００４０】
　さらに、上記メカニズムを有するドーム型太陽光発電装置１Ｌ及びドーム型太陽熱発電
装置１Ｈを含むドーム型太陽光発電システム２Ｌ及びドーム型太陽熱発電システム２Ｈに
ついて、図５にて説明する。
【００４１】
　図５は、本発明の一実施形態にかかるドーム型太陽光発電システム２Ｌ及びドーム型太
陽熱発電システム２Ｈの全体像を示す平面図である。同図に示すように、本発明の一実施
形態にかかるドーム型太陽光発電システム２Ｌ及びドーム型太陽熱発電システム２Ｌは、
所定の位置に設置した太陽光線反射板７０とドーム型太陽光発電装置１Ｌ及びドーム型太
陽熱発電装置１Ｈを少なくとも具備して構成される。ドーム型太陽光発電装置１Ｌ及びド
ーム型太陽熱発電装置１Ｈに照射しなかった太陽光線Ｓは、太陽光線反射板７０の照射面
７０Ａにて反射し、反射光Ｓ２はドーム型太陽光発電装置１Ｌ及びドーム型太陽熱発電装
置１Ｈに照射する。なお、太陽光線反射板７０は季節や時間帯によって変化する太陽の方
位や角度に対して照射面７０Ａを追従させる機能を有してもよい。
【００４２】
　以上、詳細に説明したように、ドーム型太陽光発電装置１Ｌ及びドーム型太陽熱発電装
置１Ｈによれば、季節や時間帯によって変化する太陽の方位や角度に対する太陽光線を収
差なく光起電力素子及び発熱体に受光させることができるため、安定した発電サイクルを
得ることを可能する。
【００４３】
　また集光光学素子として非球面レンズを使用することにより、集光光学素子にかかる製
造コストの低減、ドーム型太陽光発電装置１Ｌ及びドーム型太陽熱発電装置１Ｈの小型化
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及び軽量化が実現できる。
【００４４】
　さらに製造コストの低減、小型化及び軽量化を可能とすることにより、ドーム型太陽光
発電装置１Ｌ及び／またはドーム型太陽熱発電装置１Ｈについて、公共施設や商業ビルに
かかる不動産及び所定の動産への利用が実現されうる。
【００４５】
　また、ドーム型太陽光発電装置１Ｌを含むドーム型太陽光発電システム２Ｌ及びドーム
型太陽熱発電装置１Ｈを含む及びドーム型太陽熱発電システム２Ｈによれば、直接照射さ
れていない集光光学素子部分で集光して光起電力素子６０Ｌ及び発熱体６０Ｈに収差なく
受光することができるため、より安定した発電サイクルを得ることが実現できる。
【００４６】
　なお、本発明は上述した実施形態に限定されるものではなく、本発明の主旨を逸脱しな
い範囲内で種々変更して実施することが可能である。
【００４７】
　また、上述したものは本願にかかる技術思想を具現化するための実施形態の一例を示し
たにすぎないものであり、他の実施形態でも本願にかかる技術思想を適用することが可能
である。
【００４８】
　さらにまた、本願発明を用いて生産される装置、方法、システムが、その２次的生産品
に登載されて商品化された場合であっても、本願発明の価値は何ら減ずるものではない。
【産業上の利用可能性】
【００４９】
　本発明にかかるドーム型太陽光発電装置、ドーム型太陽熱発電装置、ドーム型太陽光発
電装置及びドーム型太陽熱発電システムによれば、太陽光線の照射部分をドーム構造とす
ることを実現することで、季節や時間帯によって変化する太陽の方位や角度に対する太陽
光線を無駄なく受光することを可能する。これにより、安定した発電サイクルを実現し、
エネルギー損失を引き起こさず理想的な供給が期待される。また集光光学素子に非球面レ
ンズを使用することにより、集光光学素子製造コストが低減するだけでなく、ドーム型太
陽光発電装置及びドーム型太陽熱発電装置の小型化及び軽量化を可能とし、不動産に限ら
ず量産可能な所定の動産に対する設置の期待もされる。さらに太陽光線反射板を利用する
ことにより、より多くの集光が実現するため、発電量の増大・電気の備蓄も期待される。
この効果は、発電効率の上昇における生活や産業への貢献にとどまらず、現在抱えている
地球規模の問題、例えば資源の枯渇や温暖化現象等のテーマについて解決する切っ掛けと
なりうる点で、製造業、住宅産業、宇宙産業はいうに及ばす、広く社会全般に大きな有益
性をもたらすものである。
【図面の簡単な説明】
【００５０】
【図１】本発明の一実施形態にかかるドーム型太陽光発電装置及びドーム型太陽熱発電装
置の全体像を示す平面図である。
【図１Ａ】本発明の一実施形態にかかるドーム型太陽光発電装置１Ｌ及びドーム型太陽熱
発電装置１ＨにかかるＸ－Ｘの断面図である。
【図２】本発明の一実施形態にかかるドーム型太陽光発電装置１Ｌにかかる光発電モジュ
ール１００Ｌ及びドーム型太陽熱発電装置１Ｈにかかる熱発電モジュール１００Ｈの詳細
な構成を示す平面図である。
【図３】本発明の一実施形態にかかるドーム型太陽光発電装置１Ｌの任意の光発電モジュ
ール１００Ｌにおける光起電力素子６０Ｌへの集光状態を示す概念図である。
【図４】本発明の一実施形態にかかるドーム型太陽熱発電装置１Ｈの任意の熱発電モジュ
ール１００Ｈにおける発熱体６０Ｈへの集光状態を示す概念図である。
【図５】ドーム型太陽光発電システム２Ｌ及びドーム型太陽熱発電システム２Ｈの全体像
を示す平面図である。
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【符号の説明】
【００５１】
１Ｌ　ドーム型太陽光発電装置
１Ｈ　ドーム型太陽熱発電装置
１ＬＡ　ドーム型太陽光発電装置の断面
１ＨＡ　ドーム型太陽熱発電装置の断面
２Ｌ　ドーム型太陽光発電システム
２Ｈ　ドーム型太陽熱発電システム
１０　ドーム構造
１１　ドーム構造１０の内部
２０　集光光学素子
３０　集光光学素子冶具
４０　結合冶具４０
５０Ｌ　光起電力部
５０Ｈ　熱起電力部
６０Ｌ　光起電力素子
６０Ｈ　発熱体
７０　太陽光線反射板
７０Ａ　太陽光線反射板の照射面
Ｐ　焦点
Ｓ１　太陽光線
Ｓ２　太陽光線反射板の照射面からの反射光
α　集光光学素子２０の底面から光起電力素子６０Ｌの上面までの距離
β　集光光学素子２０の底面から焦点Ｐまでの距離
γ　集光光学素子２０の底面から発熱体６０Ｈの上面までの距離
【図１】

【図１Ａ】

【図２】

【図３】
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